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はじめに

筆者 は、本研究会 の調査研究報告書第2号 において、北海道 企業 による対 ロシア ・ライ

セ ンシング戦略の可能性 について考察 を行 った。そ して、そ こでの考察か ら明 らかにされ、

筆者が主張 したこ とは、 日本企業全体 として対 ロシア ・ライセ ンシングの実績 はほ とん ど

存在せず、 また ビジネス として未 だこれか らの感は否めないものの、だか らこそ地理的 に

も近接 し、気候風 土も共通点の多 い北海道企業が先ん じてライセ ンシング戦略 を行な う意

義 とチ ャンスがある、とい うものであった。しか し、そう した北海道企業による対ロシア ・

ライセ ンシ ング戦略の実現 に向けて、主に同企業側の問題点 として、北海道企業の特許権

保有数が 日本全国 と比べて極 めて少ない点 を指摘 し、その実態を明 らか に してみた。

本号では、前号の考察を受けて、 引き続 き北海道企業 による対 ロシア ・ライセ ンシング

戦略の可能性 について考察 を行な う。今回は、 ロシア地域が何故 にライセ ンシングといっ

た技術取引 を軽視す るのか、 とい った疑問に対 し、かつてのソ連時代の技術導入の歴史を

振 り返 り、その主な原 因について考察を行なう。そ して、 こう した考察結果か ら、それ故

にロシア側 にとって北海道企業か らの技術導入はメ リヅトが大 き く、 また北海道企業 にと

っても対ロシア ・ライセ ンシングが比較優位性 を持った戦略である という点 について改め

て論 じ、前号での筆者 の主張 をさらに補完することを目指 したい。
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第一節 旧ソ連の技術導入戦略とその矛盾

(1)リ バース ・エ ンジニア リングによる西側先進技術の吸収

松井隆幸氏 による と、旧ソ連 のイノベーシ ョン(lnnovation)活 動 とは、今 日の我々が

一般 に想定 するマーケテ ィングやR&Dと いった自主技術開発ではな く、当時の西側先進

諸国か らの技術導入が主流であった という1。つま り、旧ソ連時代 には、「国内でやた ら巨

額の資金 を注 ぎ込んで発明に力を入れ るよ り(発 明は外 国に任せて)、もっぱ ら西側 か らの

技術導入に頼 ったほ うが安あが りで ましだ とする論理2」が幅を利 かせていた とい うのであ

る。

松井氏によると、 こう した旧ソ連時代のイノベーシ ョン活動の実態 とは、いわゆる 「リ

バース ・エ ンジニア リング(ReverseEngineering)」 による西側先進 技術の吸収であ り、

そうした戦略 を推進 した旧ソ連政府の意図 とは、外 国技術導入 と国内研究開発(Research

&Development:R&D)活 動 との 「代替的」な関係 の確立であったとされ る3。

つま り、旧ソ連におけるイノベー ション活動 とは、国内において初 めか らR&D活 動を

行な うことではな く、む しろ外国の進んだ基礎研究成果 を導入するこ とで初期投資を少な

くし、実用化段階 にある技術 に集 中的に資源を投入する とい う.ものであった。 しか し、第

二次世界大戦後の冷戦状態 か ら、この当時、旧ソ連は米国や西 ドイヅ(当 時)、 日本 といっ

た西側先進諸国 との積極 的な経済交流が不可能であ ったため、 ここか ら旧ソ連 の``技 術導

入戦略(TechnologyPurchasingStrategy)"と して リバース ・エ ンジニア リングに注 目が

集 まることとなった。

この リバース ・エ ンジニア リングという聞 き慣れない用語は、 日本語では 「分解工学」

や 「逆行分析工学」 と訳され、一般 には 「技術 を導入する側 が、技術 を習得す るために技

術 を体化 した製品 を分解 し、それ に含 まれている技術 を把握するこ と」を意味する4。つま

り、旧ソ連による技術導入戦略には、技術的に進んだ外国製 品や導入技術を リバース ・エ

ンジニア リングす ることによって、西側先進技術 を労せず して学習 ・獲得 し(つ ま り、国

1発 展 途上国 にとっての技術革新 活動 とは、R&Dと い った 自主技術 開発で はな く、 まさに先進 国か らの

技術 導入活動 を意味す るこ とが多い。例 えば、我 が国の1950～1970年 代 の技術 開発 活動 も、やは り欧

米先進 国か らの技術 導入(主 に米 国多国籍企業 か らの特許 ライセ ンス供与)を 中心 と したものであ った。

この点 に関 して は、荒川泓 『日本 の技術発展再考 』海 鳴社,1991年,18頁 、M.Mason,(1992),Ameriean

MultinationalsandJapan,HarvardUniversityPress,p.151.、 守 誠 『特許 の文 明史 』(新 潮選書)新

潮社,1994年,17頁 、 を参照の こ と。
2松 井 隆幸稿 「ソ連の技術 革新 パ フォーマ ンス」林 悼史 ・菰 田文男編 著 『技術革 新 と現代 世界経済 一技 術

開発 ・移転 システ ムの 国際比較一』 ミネル ヴァ書房,1993年,178頁 。 本稿 の第一節 の考察 につい ては、

松井氏 の 同上論文 か ら多 くの情報 を得て いる。
3同 上
,178頁 。

4菰 田文男 『国際技術 移転の理 論』有斐閣
,1987年,119頁 。
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内R&D活 動 との代替)、そのさ らな る技術進歩(例 えば迂 回発明)に 資源を集 中投入す る

ことで西側 との比較優位 を実現する とい う意図が隠されていた と考え られ るのである。

しか し、 こうした旧ソ連政府 による技術導入戦略は、決 して実 を結ぶ こ とになかったの

である。とい うのも、旧ソ連の リバース ・エ ンジニア リングを中心 とする技術導入戦略は、

一般的には 同国が内在化す る様 々なイノベーション活動の特徴 との"矛 盾"か ら自滅 して

しまった、 と考 え られているか らである。

(2)旧 ソ連のイノベー ション活動 とその矛盾

本稿では詳 しく述べ ることは避 けるが、そ もそもこうした リバース ・エ ンジニア リング

といった技術導入戦略は、 多 くの発展途上国 において実践 され、 そ して高い実効性 を誇 っ

て きたこ とが歴史的に確認 されている。

例えば、 ミテルカ(L.K.Mytelka)は 、アンデス同盟諸国における化学 ・金属加工産業

の技術 導入 について調査 を行なっている。それに よる とミテルカは、金属加工産業が化学

産業 と比較 して海外か らの特許 ライセ ンシングによる技術 導入件数が少なかった理 由 とし

て、金属加工産業の場合には特許 技術情報が機械 ・装置に体化 されてい るため、リバース ・

エ ンジニア リングによって技術 を学習することが容易であった点 を挙 げているのである5。

また、 こうした リバース ・エ ンジニア リングは、米国多国籍企業の技術優位が絶対であ

った1970年 代、 日本や西 ドイヅ(当 時)の 新興多国籍企業に よる技術 的キャ ッチ ・ア ッ

プの手段 と して も有効に活用されてきた歴史を持 っている。

例えば、かの 「プ ロダク トライフサイ クル(ProductLifeCycle:PLC)」 ・モデルの創

始者であるヴァー ノン(R.Vernon)は 、こうした 日本や欧州の新興多国籍企業 による技術

導入戦略 について、「模倣 と反撃の経営戦略(StrategiesofImitationandCountervailing

Threat)」 と表現 し、その実効性 を高 く評価 していた6。

しか し、技術 導入 の有効な手段 として重用されて きた リバース ・エ ンジニア リングも、

旧ソ連 においては全 く逆の効果を生み出 していた と考え られる。つま り、旧ソ連において

は、 リバース ・エ ンジニア リングの 目的 とする西側先進技術 の吸収がほ とん ど失敗 に終わ

っていたのである。そ して、それは確かに旧ソ連 の内在化するイノベーシ ョン活動の様 々

な特徴 によって引 き起 こされたものであ った。

では、その具体的な中身について見てい くこととしよう。

5こ の 点 に 関 し て は 、L.K.Mytelka,(1979),Rθg70nalDeveloρnientinaG70ba7、Eeonomy,YaleUniversity

Press.、 を 参 照 の こ と 。

6RVemon
,(1977),Stormoverthemπltinationals'therealissues,Cambridge,Mass.;Harvard

UniversityPress,p.70.(古 川 公 成 訳 『多 国 籍 企 業 を 襲 う 嵐 一 政 治 ・経 済 的 緊 張 の 真 因 は な に か 一 』 ダ イ

ヤ モ ン ド社,1978年,98頁)。
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① 長い 「耐用年数」

まず、 旧ソ連 の技術導入の特徴 と して、大量の部品 ・中間財 の導入を伴 うことが挙げ ら

れる。次 に、旧ソ連では、一般 には 「減価償却 」の概念が存在せず、また機械 ・設備の 「耐

用年数」が西側 に比べて異常に長いのだ とい う7(表1・2参 照)。

表1工 業用設備の耐用年数比較 (単位=年)

国別

ベルギー

カナダ

フランス

西独

イタリア

日本

スウェーデン

米国

ソ連(1963～75年)

ソ連(1975年 ～)

耐用年数

8

0

0

0

0

6

5

2

7

4

1

¶
ー

1
5

1

1

1

1

噌
1

(出 所)S,H.Cohn,(1979),``S。vietReplacementInvestment:ARisingPolicyImPerative,"inJointE。onomic

CommitteeCongressoftheUn忙edStates,(ed),SovietEconomyin∂7X/neofChange-ACompendiumof

Papers,theJointEconomicCommittee,Vol.1,p.238.

表2公 的資産の耐用年数比較 (単位=年)

ソ連 米国
部門別

1963～75年 1975年 ～ 1975年

電力 25.9 2t3 8～12

石油採掘 18.2 17.0 6

石油精製 19.6 16.1 16

石炭 17.5 15.1 10

鉄金属 27.8 22.7 18

機械 25.6 21.3 8～12

化学製品 26.3 19.6 11

木材加工 12.8 10.6 10

建材 23.8 19.2 14～20

繊維衣類 27.8 23.3 9～14

食品加工 28.6 23.3 12～18

ガラス 26.3 20.4 14

(出 所)tbid,P.239.

では、こう した特徴は、 旧ソ連のイノベーション活動 に対 して一体 どの ような弊害 をも

た らしてい たのであろうか。

7機 械 の物理 的耐用 年数 が平均 して7 .3年 で あ るの に対 し、 旧ソ連 では12.2年 見 込 まれてい た とい う。

松井,前 掲稿,林 ・菰 田編 著,前 掲 書,ミ ネル ヴァ書房,1993年,176頁 。
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まず、「大量の部品 ・中間財の導入 」の目的で あるが、 これは輸入 した機械の修 理用の

ために購入 されていた とい う。っ ま り、 旧ソ連 においては、出来るだけ輸入 した機械 を長

持 ちさせ ることで、高額な対価 に見合 うだけの見返 りを得 ようとしていたのである。 しか

し、次の 「耐用年数」の異常な長 さのために、いわゆる 「陳腐化」や 「老朽化」の概念が

曖昧 とな り、 ここか ら国際競争力 を失った機械 ・設備 でさえも修理 しなが ら使用 し続 けて

しまうという弊害 をもた らしていた とされ るのである。

そ して、 こう した弊害は、 リバース ・エ ンジニア リングそのものの実効性 を低 める とい

う悪影響をももた らしていたのである。つま り、機械 ・設備 の 「耐用年数」が著 しく長い

ため、 旧ソ連 において リバース ・エ ンジニア リングを行なう対象 の機械 ・設備 も、常に西

側先進諸国の機械 ・設備 よ り一昔前のもの となって しまい、そのため西側先進諸国 との技

術的な比較優位 を確 立す るどころか、む しろその格差 を拡大 させて しまうとい う結果にっ

なが った と考 え られるのである。

リバース ・エ ンジニア リングの長所 とは、最新の製品や技術を製造者の許諾な しに習得

することにある。その意味では、 こうした弊害の存在は、 リバース ・エ ンジニア リングそ

のものを否定 することで もあった と言えよう。

② 自主技術開発プロセスの欠如

また、 こう した リバース ・エ ンジニア リングを有効 なもの とす るためには、 リバース ・

エ ンジニア リングを行なう側の学習能力や技術 開発能力の向上 も不可欠である。

例 えば、キム(LKim)は 、 リバース・エンジニア リングを通 じた迂回発明のメカニズム

について、「現地企業 自らによって開発 され た原始的 な技術 で初期 の生産システムを確立

し、長期的な模倣学習のプロセス を経て、部分的 に利用可能な既存 の外国製品の修理や リ

バース・エ ンジニア リングを行 い、 自 らの製 品 と生産工程 の両水 準を徐 々に上げてい くこ

と」であ ると説明 している8。つま り、1970年 代 当時の 日本や、1980・90年 代 のMEsや

ASEAN、 中国 といったアジア諸 国 ・地域の技術蓄積 と技術発展 は、 こうした リバー ス ・

エ ンジニア リングを行な う側の、 いわゆる 自主技術開発 プロセスの発展 によって支え られ

て きたものなのである。

しか し、 旧ソ連では、当時の西側先進諸国の勝 る とも劣 らないR&D資 源(科 学技術研

究費、科学技術者)を 有 しなが ら、国内のR&D活 動は効率化 されてお らず9、そのために

8L .Kim,(1990),``Korea:theacquisitionoftechnology,,,inH.Soesastro&Pangestu,M.,(eds.),

Technologi'ealChallengeinthθA5ia-PacifieEeonomy,A■en&Unwin,p.154.

9い わ ゆ る 「R&D(科 学)と 生 産(企 業)の 分 離 」 と 「シ ス テ ム の 硬 直 性 」 で あ る と い う 。 松 井 前 掲 稿 ,

林 ・菰 田 編 著,前 掲 書 ミ ネ ル ヴ ァ 書 房,1993年,183頁 。
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導入技術か ら迂回発明 を行な う リー ド・タイムも西側先進諸国の何倍 もの時間を要 した と

いう10。

例 えば、表3に よる と、鉄鋼 とい った重工業分野においては旧ソ連 と米国 との商業生産

開始時期に大 きな差は見 られないものの、NC工 作機械 といったハイテ ク機械 産業分野に

おいては、その差 が大 きく開いているこ とが分かるであろう。また、表4か らは、旧ソ連

国内における技術拡散(ニ パイオニア企業か ら他の企業 に新技術 が渡 ること)の スピー ド

が、 当時の西側先進国に比べて非常に遅かった ことが理解できよう。

表3新 技術の採用:商 業生産の開始時期

技術 ソ蓮 米国 日本 西独 英国

酸素製鋼 1956 1954 1957 1955 1960

連続鋳鋼 1955 1962 1960 1954 1958

合成繊維(ナ イロン) 1948 1938 1942 1941 1941

高圧ポリエチレン (1953) 1941 1954 1944 1937

原子力発電 1954 1957 1966 1961 1956

NC工 作機械 1965 1957 1964 1963 1966

(出 所)R.Amann,(1986),"TechnicalprogressandSovietec。nomicdevelopment=settingthescene"R.Amann

andJ.Cooper,(ed.),rechnicalProgress∂ndSovietEconomicDeveloρmenζBasilBlackwell,p.12.

表4新 技術の二次拡散;1982年 の産業分野別生産のパターン (単 位=%)

技術 ソ連 米国 日本 西独 英国

酸素製鋼(全 鉄鋼生産高に占める割合、96) 29.6 62.1 73.4 80.9 66.1

連続鋳鋼(全 鉄鋼生産高に占める割合、%) 12.1 27.6 78.7 61.9 38.9

合成繊維(全 人造繊維生産高に占める割合、%) 51.2 91.2 83.8 83.1 78.6

ポリマープラスチック(全プラスチック生産高に占める割合、%) 46.4 87.5 80.0 73.0 79.3

原子力発電(総 電力に占める割合、%) 7.1 12.4 17.6 17.3 16.7

NC工 作機械(全 金属切削工作機械生産高に占める割合、%)1) 16.6 34.0 52.8 2α6 27.7

(原 注)1)1980年 。

(出 所)tbld,p.13.

つ ま り、旧ソ連 においては、た とえ新技術が採用 されて も、 そう した新技術 が国内産業

全体に行 き渡 り、大規模 な生産に反映 されるには、当時の西側先進国の何倍 もの時間が必

要 とされた ということである。 こうして旧ソ連 において リバー ス ・エ ンジニア リングは、

その本来の機能を発揮するこ とな く、次第 に技術導入戦略 としての信頼 を失っていったの

である。

10同 上
,186頁 。
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第二節 旧ソ連における技術導入戦略失敗の真因

(1)リ バ ー ス ・エ ンジニ ア リングの限 界

松井氏によれば、 旧ソ連の技術導入戦略の失敗は、決 して過度の西側技術依存や輸入技

術それ 自体 にあるのではな く、「中間財の大半 を占める部 品の大量購 入を伴 う機 械輸入 と

その利用状況」にあるのだ という。

前述の通 り、 旧ソ連 には 「西側か らの技術導入 に頼 ったほ うが安あが りで ましだ とする

論理」が存在 していた。 しか し、その実態は、技術や部品の購 入に多額 のロイヤルテ ィを

支払 うものの、輸入技術は効率的 に利用 されることもな く、それ どころか、購入 当時のか

つての新型設備 も全 く手 をつけ られない まま倉庫 に眠 り続 け、 ようや くリバース ・エ ンジ

ニア リングの対象 となる頃 には、既に西側先進諸国において陳腐化 した旧型機械 ・設備 に

なって しまう、 というものであった。これは技術革新 のス ピー ドの早いハイテ ク機械 ・設

備で あれば尚のことであった11。 そ して、多 くの論者が こうした点に、 旧ソ連 におけるイ

ノベー ション活動の"矛 盾"を 見出 しているのである。

しか し、 旧ソ連 における技術 導入戦略の失敗 とは、果 た してそれだけの説明で十分であ

ろうか。確 かに前述 した ような、そう した"矛 盾"の 存在が旧ソ連における技術導入戦略

の失敗 を説 明する上で重要 な要素である ことは間違いない。 しか し、筆者 には、 こうした

旧ソ連 内部 の要因 に加 えて、 リバース ・エンジニア リング とい う技術 導入手法 その ものに

も問題があった と考えてい る。なぜな らば、我が国の経済発展 の歴史 を振 り返る と、戦後

の欧米先進諸国か らの技術 導入が、決 して リバース ・エ ンジニア リングのみ によって実現

されて きた ものではない ことに気付 くか らである。

例 えば、 マ ンスフィール ド(E.Mansfield)や 菰 田文男氏は、 この点に関 して次の よう

に述べてい る。

「米国企業 に関 して、その技術の"漏 出"が 最 も頻繁 に発生するチ ャンネル とは、 リバ

ース ・エンジニア リングで あった
。すなわち、非米国競争企業は、秘匿 された技術 を見抜

くために新製品あるいは改良製 品を分解 ・分析 したのである。また、特許か ら得 られ る情

報も重要な役割を果 た していた し、 さらに非米国企業 は時々、米国企業の子会社 によって

雇われていたスタ ッフを雇 用す ることに よって、 そ うした技術 に接触 してい たのであ る

120」

「アメ リカの技術 的優位 とそれを武器 とした多国籍化 と対抗す るための、 ヨー ロッパ企

業ない しは 日本企業の戦略は、R&Dの 拡大 を基盤 とするアメ リカ技術 の模倣 ・吸収であ

11同 上 ,178頁 。

12E .Mansfield,A.Romeo,M.Schwarz,D.Teece,S.WagnerandBrach,P.,(1982),Teehnology7}ansfer,

Aroduetim'tyandEeonomiePoliey,W.W.Norton&Co,,p.40,傍 点 筆 者 加 筆 。
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った といえる。 ところでその模倣の手段 として新技術 を体化 した製品の分解や、アメ リカ

企業子会社か らの研究者のスピンオ フお よび特許情報な どであった13。」

つま り、我が国の経済発展 に とって、欧米先進諸 国か らの技術導入は必須であったもの

の、その内容は単 なる製品や技術の分解 による学習 を意味する リバース ・エ ンジニア リン

グだけでな く、そ の操作方法や修理方法 といったノウハ ウの学習 を意図 した技術者招聰や

現地研修 といった人的移動 ・交流 を含 んだものであったと考 えられ るのである。

(2)ノ ウハウの重要性一 「ソフ ト面での技術情報」の存在

そもそも 「技術移転論」の分野では、機械や設備 に体化 された技術情報 を 「ハー ド面で

の技術情報」、人や組織に体化 された技術情報 を 「ソフ ト面での技術情報」と区別 し、この

両方の技術情報が移転 されてこそ、初めて技術移転は成功する と考 え られている14。 とす

れば、 この観点か らすると、旧ソ連 の技術導入戦略失敗の根本 的要因 とは、いわゆ る 「ソ

フ ト面での技術情報」を獲得 することがで きなかった点にあると言え るのである。すなわ

ち、 こう したノウハ ウの欠如によ り、 旧ソ連は独 自の迂回発明や既存技術の改善 を行なう

機会を失い、結果 として深刻な技術停滞を引 き起 こ したということである。

確かに、旧ソ連においては、前述 の通 り、その国内R&D体 制 に様 々な矛盾が内在化 さ

れてお り、そ こか らリバース ・エ ンジニア リング本来の持つ機能が有効 に利用 されなかっ

た と言える。 しか し、 リバ ース ・エ ンジニァ リングのみに依存 したことで、旧ソ連 にお け

る様々なイノベー ションをめ ぐる矛盾が長 く顕在化せず、適切 な修正や改善が行なわれ る

機会を失 って きたとも言えるのではないだろうか。適切 なノウハ ウを導入 し得 たな らば、

前述のような旧ソ連におけるイノベー ション活動の非効率性 ・不合理性は、早期 に是正 さ

れていたはずであ る。そ して、本来、そ うしたチ ェ ック機能を果たすべ き役割 も、ノウハ

ウ導入 には期待 されていた と言えよう。

しか し、こう した 「ソフ ト面での技術情報」の獲得 は、冷戦状態にあった当時の旧ソ連

と西側先進諸国 との間においては、余 りにも困難 な作業であった。なぜな らば、 こうした

「ソフ ト面での技術情報」は、単なる移転 の対象 とい うよ りは、導入 国の技術者 の自主的な

参加 と実地経験(供 与国で の研修 など)に よる理解 によって初めて習得で きるものである

と考え られているか らである(表5参 照)15。

13菰 田文男 『現代国際技術移転論の研究(下)』 山口大学経済学会 ,1984年,72頁 。傍点筆者加筆。
14林 伸史稿 「東アジアの技術蓄積と日本的技術移転システム」陳嫡冨・林伸史編著 『アジアの技術発展 と

技術蓄積』文眞堂,1995年,52頁 。
15文 大永稿 「技術の生産と取引」谷浦孝雄編 『アジァの工業化 と技術移転』アジア経済研究所 ,1990年,53
頁。
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表5日 本での研修内容の一例一ある日系自動車部品メーカーの日本での研修内容

1月 ～3月 日本の文化・生活習慣・道路交通法・会社規定、その他

日本語(三 ヶ月コース)

4月 機械保全・初級(機 械要素・駆動・伝動、圧力機器、等の取り扱い)

5月 切削工具(切 削工具の種類、ピストンの切削工具、工具切削、工具セット台、ピストン切削条

件、工具管理)

6月 電力・電気制御(電 気と安全、基本的な電気制御、シーケンサー・インバータの使い方)

7月 鋳造作業(アルミ鋳造、鋳造方式、溶湯処理、金型材料、鋳造機)

8月 機械加工作業(機 械加工設備、加工工程のレイアウト、アルミ切削、ピストンの加工条件、設

備と安全、始業 ・終業のサイクルタイム、マシンタイム、制御方式、等)

9月 数値制御の基礎(数 値制御の概要、NC加 工の手順、プログラムの方法、移動指令方式、プ

ログラミングの実際)

10月 数値制御の応用(座 標値の計算、刃先尺補正の計算、刃先補正機能、固定サイクル、プログ

ラミング総合練習)

11月 ～12月 材料試験 ・品質管理(品 質管理とは・製造部門の管理と改善 ・検査と品質管理・QCサ ークル

活動・QC手 法=パ レート図・ヒストグラム、等)

1月 機械保全・中級(油 圧・空気圧機器、構造と分解、設備診断)

2月 内燃機関ピストン設計(熱 機関の分類、ピストンの基本機能、ピストン各部の名称、ピストンの

強度試験)

3月 研修のまとめ(研 修レポートのまとめ・研修報告)

(出所)林 偉史稿「タイ日系自動車企業と技術移転」小林英夫・林悼史綿著『アセアン諸 国の工業化と外国企業』

中央経済社,1993年,101頁 。

そ して逆に、 ノウハウ といった 「ソフ ト面での技術情報」は、容易 に移転 されない とい

う点で国際競争力の源泉 とな る可能性が高いため、企業秘密 として秘 匿対象 とな り易い と

考え られてい る。 とすれば、冷戦下 において、米国 を中心 とする西側先進諸国が 旧ソ連に

対 し、 こうした 「ソフ ト面での技術 情報」の移転 を進め るとは考 え難い。

その意味では、旧ソ連にお ける技術導入戦略の失敗 とは、単 に前述 したような同国が内

在化 する様 々なイ ノベーシ ョン活動の"矛 盾"層だけでな く、 こうした リバース ・エ ンジニ

ア リングそのものの"限 界(ニ 「ソフ ト面での技術情報」を獲得 し得ない)"に よっても引

き起 こされたものであ ったと言えよう。

1991年 にソ連は崩壊する。1980年 代以降、 と くにハイテク産業分野で西側 先進諸国の

圧倒的な技術優位 が確立 され、圧倒的な西側 陣営の経済力に屈する形での崩壊 であった。

その意味で、 ソ連崩壊の数多 くの要因の一つ として、 こう した旧ソ連時代の リバース ・エ

ンジニア リングを中心 とした技術導入戦略の失敗 を挙げることは十分 可能であろう。そ し

て、こうした旧ソ連時代 の技術導入戦略の失敗は、現在の ロシアあるいはサハ リン地域 に

も暗い影を落 としてい ると考 えられる。すなわち、技術導入そのものへ の懐疑=ラ イセ ン

シング活動の軽視、である。

59



第三節 対ロシア・ライセンシングにおける北海道企業の優位性

(1)ノ ウハ ウ移転コス トと北海道企業の優位性

前節の考察か ら、 ロシア地域におけるライセンシングへの不信感 の背景 の一つ として、

旧ソ連時代 の リバース ・エ ンジニア リングを中心 とする、技術導入戦略の失敗 とい う歴史

的事実の存在 を確認す ることがで きた。そ して、そ うした失敗の内実 として、 旧ソ連 が内

在化 していたイノベーシ ョン活動 の非効率性 ・不合理性 とともに、 リバース ・エ ンジニア

リング という手法そのものの"限 界"を 指摘することができる と考え られるのである。

そ もそ も、ノウハ ウの移転は、かつてティース(D.」.Teece)が 指摘 した通 り、その内容

が複雑化すればす るほど移転 に要 するコス トが高 まることか ら、通常本社 と海外直接投資

(ForeignDirectInvestment:FDI)に よって設立 した海外現地子会社 との 「内部市場取

引」に よって行われ る傾 向が強い と考 え られて きた16。 つま り、 こうしたノウハ ウは、前

述 したように競合他社が容易 に獲得 し得 ない 「知識」 として位置付 け られて きた、 という

ことである。

「ノウハ ウをライセ ンスす る場合 には、取 引相手 を発見 し、取引の意思 とその条件 を伝

達 し、交渉 の末 にあ らゆるコンテ ィンジェンシー に対応で きるようなライセ ンス契約 を起

草 しな くてはな らない。そ して、契約 を実施する段階では、ライセ ンシーの行動に常に目

を光 らせて、違反があればなん らかの対処 を しな くてはな らない。 しか しなが ら、これ ら

一連の作業 には
、いわゆる認知 ・開示 ・チーム組織の問題を伴 う。取 引相手 を発見 ・認知

するには時間 とコス トがかかる。…(中 略)… ノウハ ウはコ ンピュータ ・ソフ トや青写真

に 『コー ド化』で きない部分 をもっか ら、教育 ・研修 ・実演 ・参加 を通 じて緊密な人 的コ

ンタク トを頻繁 に行い、移転の 『チーム組織』を編成 する必要がある。か くして、ノウハ

ウを移転 するときに必要な資源コス ト(ResourceCost)は 、 かな りの規模 に達するこ と

が確認 されている17。」

このように、 ノウハ ウの移転 に際 しては、様 々な 「資源コス ト」が必要 とされている。

とすれば、 こう したコス トの観点 か ら考 えると、 旧ソ連地域 と地理的に近接 し、 また歴史

的にも様々な交流の素地 を持 った北海道企業 に、やは りノウハ ウ移転 を伴 う対 ロシア ・ラ

イセ ンシングの優位性 が認め られ ると考え られるのではないだろうか。

例 えば、 ロシアやサハ リンの企業 と北海道企業であれば、「教育 ・研修 ・実演 ・参 加 を

通 じて緊密な人的コ ンタク トを頻 繁に行い、移転の 『チーム組織』を編成 する」 ことは、

16D .J,Teece,(1986),"TransactionsCostEconomicsandtheMultinationalEnterprise:an

Assesment,"JournalOfEeonomieBθhaViorandOrganization,7,pp.30-31,ま た は 、

D.」.Teece,(1976),TheMultinationalCorρorationandthθResoureθCostOfIntθ 「national

Teehnology71ransfer,Ballinger,pp.80-85.、 も 参 照 の こ と 。

17長 谷 川 信 次 「内 部 化 理 論 の 批 判 的 検 討 」 『早 稲 田 社 会 科 学 研 究 』 第39号
,1989年,41～42頁 。
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経済合理性の観点 か らも十分可能である と考 え られ よう。 とくに、石油 ・ガス開発 におい

て注 目を浴びているサハ リン地域 に対 しては、北海道企業であれば、機械 ・設備 あるいは

特許技術(ニ ハー ド面での技術情報)の 移転 とともに、それ らをサポー トあるいは性能を

十二分 に発揮 させ るためのノウハ ウ(=ソ フ ト面での技術情報)の 移転 も、 そのコス ト優

位性 か ら比較的にスムーズ に行な うこ とが可能である と考え られる。

サハ リンにおけ る石油 ・ガス開発プロジェク トにおいて、欧米企業 に対 してFDIに 乗 り

遅れた北海道企業 にとって、 こう したハー ド ・ソフ トー体 とな ったパ ッケー ジ型ライセ ン

シングを足掛か りに、例 えば合弁企業設立に向けて、 自らの有する特許技術や製品の性能

や品質を知 らしめる といった企業努力が求め られているのではないだろうか。そ して、そ

う した事業活動に優位性 を有 した企業 こそが、地理的に近接 しているため ノウハ ウ移転に

おいて木 目細やかなサポー トが可能である北海道企業なのである。

歴史 的に根付 いた旧ソ連地域 の技術 導入 に対す る懐疑 二ライセ ンシング活動 の軽視 を

一変させ る可能性 を
、確かに北海道企業は有 しているのである。

(2)IT時 代における北海道 と旧ソ連地域の技術交流の可能性

余 り知 られていない ことであるが、我 が国か ら旧ソ連地域へ の技術輸 出に比べて、 旧ソ

連地域か ら我が国へ の技術輸出、すなわち対 旧ソ連(主 にロシア)技 術輸入は、僅かであ

るが年々増加傾向にある。そう したなか、北海道経済 との関連 か ら注 目すべ き点 として、

「ソフ トウェア」の導入件数が増加 していることが挙 げられ よう(表6参 照)。

表6技 術形態別・対旧ソ蓮技術導入件数の推移 (単位:件)

1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

全技術導入件数 2 2 6 5 7 6 10 11 12

ハード系技術 2 2 6 5 6 4 5 10 6

ソフトウェァ 0 0 0 0 1 2 5 1 6

商標のみ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(筆 者 注)こ こでの旧ソ連 とは、ロシア、ウクライナ、ラトビア、の3国 を指す 。

(出 所)科 学技 術庁科 学技術政 策砥究所情 報分析課 編『外 国技 術導 入の動 向分析一 平成9年 度一』(NISTEP

REPORTNO.63)1999年4月,150～151頁 。

表6を 見 ると、1993年 以降、僅 かではあるものの対旧ソ連技術導入件数 において 「ソ

フ トウェア」の導入件数が増加 しつっあることが分かる。1997年 度では、技術形態別全導

入件数12件 のうち、その半数である6件 が 「ソフ トウェア」 によって 占め られてい る。

今後の推移 を見守 る必要が あるが、旧ソ連地域 か らの技術導入項 目として、「ソ フ トウェ

ア」は今後 も増加す る傾向にあるのではないだろうか。
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こうした、最近 のロシア地域 か らの 「ソフ トウェア」 に関す る技術導入の増加傾 向は、

昨今の情報通信技術(lnfbrmationTechnology:IT)の 発展 による産業構造の変化 によっ

て、従来 か らこう した分野 において潜在的 に高い能力を持っ とされていた旧ソ連の科学者

や技術者の技術力が、我が国 において も改めて評価 され始めたことと決 して無関係ではな

いだろう。「頭脳」のア ウ ト・ソー シング先 として、今後、日本企業が ロシア地域 に目を向

け始める可能性 は十分にある と言える。

そ して、こう したロシア地域か らのIT分 野での技術導入の兆 しが見 え始めているなか、

北海道 にお いて もIT時 代の到来 を受 けて、新たに 「札 幌テクノパー ク(SapporoTechno

Park:STEP)」 が設立 されるな ど(表7・8参 照)、 奇 しくもITを め ぐる動きとして 旧ソ

連地域 と北海道の取 り組みは シンクロ しているように思われるのである。筆者は、 こう し

たIT時 代 の到来 によ り、北海道 と旧ソ連地域 との技術交流 の可能性 は、将来的には拡大

す るもの と確信 している。

表7札 幌テクノパーク概要

名称 札幌テクノパーク

所在地 札幌市厚別区下野幌テクノパーク1丁 目・2丁目

面積 総 面積28.2ha、 企 業用地面積12.6ha

用途地域 準工業地域

交通
市内中心部から車で30分 。空の玄関「新千歳空港」まで車で35分 。地下鉄東西線「新さっぽろ

駅」・JR「新さっぽろ駅」まで3km。 「新さっぽろ駅」～テクノパーク間は、バスを利用して8分 。

道路 道央自動車道大谷地インターチェンジ、もみじ台通、南郷通、国道12号

(出 所)http://www.sec.。rjp/step/index.htm

つま り、将来的に順調 に旧ソ連地域か らのソフ トウェア といったIT分 野の技術導入が

進む と仮定すれば、近接する北海道の こうした 「札幌テクノパー ク」 に進 出 しているIT

関連企業 が、 当然、そ うした技術導入先 としての 「受け皿」 となる可能性 も高 ま り、 また

同パークの企業 が有するソフ トウェアなどが旧ソ連地域へ と輸出され る可能性 も十分考え

られるのであ る。さ らには、 こう した技術交流が発端 とな り、 旧ソ連地域 と北海道のIT

企業がソフ トウェア開発 などにおいて、 クロス ・ライセ ンシングや共 同研究 といった技術

交流が進展する可能性 も、将来的には十分考 えられ得ることではないだろうか。

その意味で も、「札幌 テクノパーク」に進出 している企業 は、国内市場のみな らず 旧ソ

連地域 との交易に歴史を有する北海道 の、そ うした特色を活か したグローバル戦略 を展 開

することを期待 したい。そ して、そ うした戦略には、 当然、ライセ ンシングといった選択

肢 が含 まれているであろう。

62



表8札 幌テクノパーク進出企業一覧(五 十音順)

1

2

3

4

5

.

●

・

■

0

β
0

7

8

0
》

己書

杜

吃

凪

純

慮

砥

U

凪

庶

⑳

飢

箆

器

蝕

箆

器

飢

箆

(株)アドヴァンスト・ソフト・エンジニアリング

(株)アルプス技研 北海道

旭光学工業(株)ペ ンタックステクノロジー

NTT東 日本 北海道支店 法人営業部テクノ

パーク室

NTT情 報流通基盤総合研究所 北海道サテ

ライト・ラボ

(株)エイ・ダブリュ・ソフトウエア

(株)エキスパートアレー

(株)エクォス・リサーチ

(株)エコニクス

(株)エプソンソフト開発センター ソフトラボ札

幌

エル・エス・アイ・ジャパン(株)

(株)エルムデータ

オムロンソフトウエア北海道(株)

(株)ガイア

(株)ケイオス

コーナシステム(株)

(株)コバデン・ジェイシステム

札幌テクノパーク専門学校

(株)サピオテック

札幌オフィスコンピュータ(株)

札幌市惰報システム調査研究会

(財)札幌エレクトロニクスセンター

(株)サテライト

セイコーエプソン(株)札 幌ソフトセンター

セイコーシステムエンジニアリング(株)

(株)ダイナックス

(株)つうけん

デービ『ソフト(株)

怨

錐

肌

肌

鐙

鈍

錐

脆

a

凪

瞼

組

軋

躯

"

軋

雑

姐

載

娼

偲

漁

乱

砿

脇

尻

距

脆

騒

58

59

(株)ティー・ユー・シー

(株)テクノバ

(株)テクノラボ

(株)電制

(株)東洋実業

(株)ニュートラル

日建片桐リース(株)札 幌支店

(株)日本エス・アイ研究所

日本トータルシステム(株)

日本ユニシス(株)

(株)バイス

(株)橋設計テクノセンター

(株)ハルソフト

(株)ピー・エム・エル

(株)ピー・ユー・ジー

(株)ビーコンインフォメーションテクノロジー

(株)富士通北海道システムエンジニアリング

富士通北海道通信システム(株)

富士ゼロックス(株)

(株)朋栄

(株)北央情報サービス

北都システム(株)

北海道ソフト・エンジニアリング(株)

松下システムエンジニアリング(株)

(株)ムトーエンジニアリング

武藤工業(株)

ユニオン給食(株)

ユニオンデータシステム(株)

(株)吉坂製作所 札幌事業所

菱照エンジニアリング(株)

ローム(株)

(出 所)http=〃www.sec.orjp/stpc/listhtml

第四節 対ロシア・ライセンシングに向けての北海道企業の課題

本稿では、前号の報告書の内容 を補完す る観点か ら、改めて対 ロシア ・ライセ ンシ ング

戦略における北海道企業の優位性 について、 とくに旧ソ連 における技術導入戦 略の失敗の

歴史か ら考 察を行なった。技術移転に際 しては、機械 ・設備 といった 「ハー ド面での技術

情報」 とともに、 ノウハ ウとい った 「ソフ ト面での技術情報」が一体 となって移転 される

必要があった。そ して、そ こか ら北海道企業 による対 ロシア ・ライセ ンシング戦略の優位

性 が、やは り強調され るべ きであると考えたわけである。
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しか しなが ら、前号 の報告書にお いても指摘 した ように、北海道企業 によるイ ノベー シ

ョン活動お よび特許活動は遅 々として進んでいない。 この点に関 して、平成10年 度版の

『経済 白書(北 海道経済実相報告書)』 の一文を紹介することと したい。

「ここで科 学技術庁科学技術政策研究所で調査 された全国地域 ごとの技術指標 をみてみ

ます。これは技術 ・研究開発力の背景 として、これ までみて きた事項 の他 に住環境や文化環

境、社会風 土など研究者の暮 らしや、その地域の全体の活力、科学技術への興味酒養 な ど

の観点 も含 んで、各地域の技術 ・研究開発の潜在力 を指標化 したものです。…(中 略)… 北

海道については 〔社会基盤(住 環境 ・文化環境)〕 の1項 目を除 いて、すべての項 目で全国

平均を下回 り、特に 〔研究開発の成果〕においては全地域 中最 も低 くなっています。 この

成果は、研究 開発活動や技術力を把握するための全ての項 目が反映 された指標 とみる こと

がで きますが、道民の所得の伸びは大 きいものの、特許 ・実用新案の出願状況や、工業 出荷

額 ・付加価値額の伸び、起業の状況(ベ ンチ ャー企業数)等 、 いずれ も低位 にあることか

ら、〔研究開発の成果〕の面が低 くなっています18。」

つま り、北海道企業のイノベーシ ョン活動および特許活動は、 日本全体の中で最低 レベ

ル にあるとい うことである。こう した状況 を受けて、平成11年 度版 の 『経済 白書(北 海

道経済実相報告書)』にお いては、北海道 において様々な産業振興対策 が打ち出されている

点が明 らかにされている。例 えば、 その うちの一つが 「産学官連携の促進」である。

「新たな産業 を創 出 し育成 ・発展 させ、比較優位の産業群 を形成 して い くために、産学

官連携の促進 が極 めて重要 になってい ます。連携 を通 じて、大学や公設試験研究機 関が有

す る特許、技術、情報な どを企業 が積極 的に活用 し、人材の育成や市場調査、技術 開発、

販路 開拓、経営戦略な ど事業化 に向けた課題 を解決 してい くことが重要です19。」

そ して、 同書では、そ うした産学官連携の具体的な取 り組み として、①北海道産学官協

働セ ンター(愛 称 「コ ラボほっかいどう」)、② 小樽商科大学 ビジネス創造セ ンター(CBC)、

③TLO(TechnologyLicensingOrganization)、 を紹介 している20。

このように、いわゆ る官 ・学がこう した特許権を利用 した産業振興の体制整備 に向けて

動 き始めているなか、やは りそ うした動 きの中心 として北海道企業 によるイノベーシ ョン

活動お よび特許活動の さらなる活発化が期待されている。 また、 日本企業全体 としても、

今後特許 といった知的財産権 を 「武器」とした様々な経営戦略の展開が予想 されている(表

9参 照)。

18北 海道総合企画部経済企画参事編 『平成10年 度版経済 白書一本道経済の構造改革をめざして一2(北

海道経済実相報告書)1999年3月,193頁 。傍点筆者加筆。
19北 海道総合企画部経済企画参事編 『平成11年 度版経済 白書一本道産業の内発的発展をめざ して一』

(北海道経済実相報告書)2000年3月,162頁 。
20同 上 ,162～165頁 。
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表9知 的財産権活用戦略の類型

(1)他 者の模倣防止戦略

① 新製品製造にかかわる周辺特許(ブ ロッキング・パテント)取得戦略

② 特許出願のアナウンス戦略

③ 連続的な特許取得戦略

(2)デ ファクトスタンダード確立戦略

(3)「トレードシークレット」として特許未出願とする戦略

(4)技 術ネットワーク構築戦略

① 技術導入戦略

② 技術供与戦略

(5)取 引関係獲得 ・改善戦略

(出所)特 許庁総務課監修『国有特許活用マニュアル』財団法人通商産業調査会出版部,1999年,17～27頁 。

というの も、1999年 度の知的財産権訴訟が過去最高の642件 に達す るなど、 とくに外

国企業 が日本で訴訟 を起 こすケースが増 えっっあ り、知的財産管理 に甘い 日本企業 の体質

改善 あるいは対応策 としての特許戦略の構築が急がれているか らである21。 さらには、米

国において突如出現 した 「ビジネスモデル特許」な ど、いわゆる"IT革 命"あ るいは"イ

ンターネ ヅ ト革命"の 進展 によって、今後 さ らに企業 における こう した知的財産権の利用

頻度 が増 えてい くことが確実 されてい る。

よって こうした観点か らすれば、本報告書 シ リーズ において二 回に分 けて主張 して きた

対 ロシア ・ライセ ンシング戦略は、決 して北海道企業 にとって絵空事ではな く、また時期

尚早の経営戦略で もないのではないだろうか。筆者 は、今春 に函館 にある 「ロシア極 東国

立総合 大学 函館 校 」 に訪 れ る機 会 を得 たが、 同校校 長 の イ リイ ン ・セ ル ゲイ(ILIN

SERGEY)氏 の話 による と、やは り国際的な貿易港を有 した函館でさえも、未だにロシア

への不信感 ・警戒感は根強い ものがあるのだ とい う。 しか し、 こうした固定観念を捨て、

グ ローバル にビジネス ・チ ャンスを開拓 してい く姿勢 こそが、北海道全体 にとって も今最

も望まれていることなのではないだろうか。その意味では、対 ロシア ・ライセ ンシングに

向けての北海道企業 の真の課題 とは、 まずはロシアに対する従来 の固定観念を拭い去 るこ

となのか もしれない。

21「 日本経 済新 聞」2000年3月3日 付 。
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